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１ 札幌市の概要 
 

 本市は、石狩平野の南西部に位置し、東は石狩川から野幌原始林にかけての低地帯、西

は手稲山系、南は支笏洞爺国立公園に連なる一大山地、北は日本海に接する石狩砂丘地に

囲まれ、東西 42.30km、南北 45.40km、市域面積 1,121.26  の広大な面積を有している。 

 

(1) 人口・世帯数及び面積 
（令和５年８月１日現在 人口・世帯数：推計人口）      

    項 目 

 区 
人   口 世 帯 数 面  積（ ） 

中    央 253,935 148,313 46.42 

北 288,533 142,580 63.57 

東 264,132 133,561 56.97 

白   石 211,499 111,449 34.47 

厚   別 122,902 58,290 24.38 

豊   平 227,256 123,179 46.23 

清   田 110,206 46,099 59.87 

南 134,068 62,736 657.48 

西 217,486 106,912 75.10 

手   稲 141,446 62,322 56.77 

計 1,971,463 995,441 1,121.26 

 

＊ 都市計画区域     市 街 化 区 域  25,034ha 

     57,584ha 

              市街化調整区域  32,550ha 

 

農業振興地域  15,627ha 

 

農用地区域     940ha 

（令和５年８月現在） 
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(2) 農業の概要 
① 総農家数              （令和２年２月１日現在：2020 年農林業センサス） 

 区分 

 

 

区 

 農家戸数（戸） 

総数 自給的農家 販売農家 

中 央 10 4 6 

北 108 44 64 

東 116 43 73 

白 石 48 28 20 

厚 別 49 30 19 

豊 平 27 17 10 

清 田 46 24 22 

南 151 60 91 

西 33 19 14 

手 稲 39 11 28 

計 627 280 347 

農家：経営耕地面積が 10ａ以上の農業を営む世帯又は農産物販売金額が 15 万円以上あった世帯 

自給的農家：経営耕地面積が 30ａ未満かつ農産物販売金額が 50 万円未満の農家 

販売農家：経営耕地面積が 30ａ以上又は農産物販売金額が 50 万円以上の農家 

 

② 農業経営体総数           （令和２年２月１日現在：2020 年農林業センサス） 

区分 

   

区 

農業経営体 

総数 
個 人 

経営体 

農事組合 

法人 

株式会社 

有限会社 
合同会社 

その他の 

法人 

中 央 13 7 - 5 - 1 

北 67 62 2 3 - - 

東 77 69 - 5 3 - 

白 石 23 20 - 2 - 1 

厚 別 22 18 - 3 - 1 

豊 平 16 11 - 5 - - 

清 田 27 21 - 6 - - 

南 99 92 - 6 - 1 

西 14 14 - - - - 

手 稲 30 28 - 2 - - 

計 388 342 2 37 3 4 

農業経営体：次のいずれかに該当する事業を行う者 

（1）経営耕地面積が 30ａ以上の規模の農業 

（2）農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数等が一定の基準以上の農業 

（3）農作業の受託の事業 
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③ 経営耕地面積             （令和２年２月１日現在：2020 年農林業センサス） 

区分 

   

区 

農業経営体経営耕地面積（ha） 

総数 田 畑 樹園地 1 経営体平均 

中 央 111 9 95 7 8.5 

北 473 52 420 1 7.1 

東 420 24 396 0 5.5 

白 石 43 4 39 - 2.0 

厚 別 105 0 102 3 5.0 

豊 平 35 - 34 1 2.2 

清 田 34 - 32 2 1.3 

南 155 13 104 38 1.6 

西 33 - 31 1 2.3 

手 稲 71 1 68 2 2.4 

計 1,480 103 1,322 55 3.9 

1 経営体平均：経営耕地面積/経営耕地のある経営体数 

 

 

 

④ 家畜飼養農家数・飼養頭数            （令和５年２月現在：農政部調べ） 

区 分 
農 家 数（戸） 飼 育 頭 数（頭） 

 うち畜産農家  うち畜産頭数 

乳用牛 13 8 872 698 

肉用牛 5 2 75 73 

豚 16 2 853 799 

採卵鶏 23 4 5,796 5,333 

肉用鶏 2 1 125 125 

馬 22 0 223 0 
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２　農業委員会及び事務局の組織

(1)　農業委員会の変遷

(2)　委員定数

農業委員　11人

農地利用最適化推進委員　17人（令和５年６月26日より15人）

(3)　令和５年度事務局体制（平成17年４月より兼務化）

　農地係長　（以下４人）

（昭和32年７月）

（昭和38年）

事務局次長

（昭和47年5月19日）

南区農業委員会

（昭和47年5月19日）

西区農業委員会

（昭和47年5月19日）

　振興係長　（以下４人）
　（振興担当係長）

　（農地担当係長）

事務局長
（農業委員会担当課長）

（昭和44年7月）

北区農業委員会

（昭和47年5月19日）

東区農業委員会

白石区農業委員会

（昭和47年5月19日）

（経済観光局農政部長）

札幌村農業委員会

（昭和47年5月19日）

篠路村農業委員会

札幌市農業委員会

手稲町農業委員会

（昭和26年７月20日）

（昭和26年７月20日）

豊平町農業委員会

※　昭和47年4月1日政令指定都市移行に伴い、
　中央区を除く6区に農業委員会を設置

札幌市農業委員会

（昭和26年７月20日）

琴似町農業委員会

（昭和26年７月20日）

（昭和26年７月20日）

札幌市農業委員会

（昭和59年6月29日）

（昭和26年７月20日）

豊平区農業委員会
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(4)　委員名簿

第13期　農業委員

任期　令和2年6月24日～令和5年6月23日

氏 　 　名 備     　 考

浅  井　 義  正 会　　　長

熊  木　 基  雄 副　会　長

氏  家　 正  喜

元  岡　 藤  博

生  野　 隆  雄

平  佐　 雅  勝

山  本　 和  夫

千  葉　 悦  子

藤  井　　徹

大  西　 智  樹

上  山　 雅  彦

第14期　農業委員

任期　令和5年6月24日～令和8年6月23日

氏 　 　名 備     　 考

熊  木　 基  雄 会　　　長

生  野　 隆  雄 副　会　長

藤  井　　徹

大  西　 智  樹

山  本　 和  夫

上  山　 雅  彦

千  葉　 悦  子

氏  家　 正  喜

平  佐　 雅  勝

橋　場　 和　実

吉　田　 長　幸
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第２期　農地利用最適化推進委員

任期　令和2年6月24日～令和5年6月23日

氏 　 　名 備     　 考

大　萱　生　　勝

宮　本　　栄

近  藤　 克  宜

澤  田　 喜  幸

武  田　 泰  典

大  作　 淳  史

北  嶋　　茂

鶴  見　 幸  則

稲  野  邉 　努

西  山 　邦  宏

松  下 　秀  彰

東　　正  信

菅  原　　繁

伊  達　 寛  記

中  田　 浩  二

岡  島 　日  登  美

木　内　 勝　敏

第３期　農地利用最適化推進委員

任期　令和5年6月26日～令和8年6月23日

氏 　 　名 備     　 考

近  藤　 克  宜

澤  田　 喜  幸

宮　本　　栄

山　内　 浩　幸

大  作　 淳  史

北  嶋　　茂

遠　山　　覚

稲  野  邉 　努

松  下 　秀  彰

浅　井　　聡

伊  達　 寛  記

中  田　 浩  二

畑　中　 伸　一

岡  島 　日  登  美

川　合　 浩　平

第４地区（南区）

第５地区
（中央区・西区・手稲区）

第１地区（北区）

第２地区（東区）

第３地区
（白石区・厚別区・豊平区・清田区）

第１地区（北区）

第２地区（東区）

第３地区
（白石区・厚別区・豊平区・清田区）

第４地区（南区）

第５地区
（中央区・西区・手稲区）
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(5)　令和４年度予算・決算及び令和５年度予算

歳　　入 (円) (円)

項目 令和４年度　予算 令和４年度　決算 令和５年度　予算

経済証明閲覧手数料 1,761,000 1,669,630 1,732,000

農地集積・集約化等対策事業費補助金 0 92,994 0

農業委員会等活動促進費 4,195,000 4,488,000 4,295,000

農地利用最適化交付金 0 0 58,000

農業者年金基金業務委託費 824,000 842,400 838,000

合計 6,780,000 7,093,024 6,923,000

歳　　出 (円) (円)

項目 令和４年度　予算 令和４年度　決算 令和５年度　予算

報酬 16,553,000 16,481,783 15,735,000

給料 1,418,000 1,417,200 1,632,000

職員手当等 1,931,000 1,245,005 1,971,000

共済費 522,000 420,224 596,000

報償費 15,000 0 15,000

旅費 433,000 61,822 389,000

交際費 100,000 0 100,000

需用費 1,178,000 740,195 923,000

役務費 52,000 46,800 110,000

委託料 1,081,000 1,238,050 1,085,000

使用料及び賃借料 1,817,000 1,777,753 1,849,000

備品購入費 100,000 202,554 100,000

負担金、補助及び交付金 496,000 340,767 486,000

合計 25,696,000 23,972,153 24,991,000

※事務局職員の給与は含まない
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22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32

4/8 4/28 6/8 7/8 8/5 9/5 10/7 11/8 12/5 2/3 2/27

1 1 2

1 1

1 1

1 1

4 2 1 2 1 1 11

1 1

1 3 1 2 1 2 10

1 2 3 4 2 1 13

1 1

5 5

5 7 9 8 5 10 6 11 5 8 16 90

1 1

1 1 1 3

7 7 17 13 14 12 12 16 11 11 20 140

区　分

2 1 1 1 2 4 5 1 17

7 6 7 11 6 7 2 3 1 5 2 57

1 2 2 6 4 1 1 10 27

会長専決 1 1

1 1

1 2 1 1 5 3 3 16

3 3 7 3 10 9 3 2 4 2 3 49

事務局長専決 23 32 51 53 59 40 37 32 55 78 20 480

事務局長専決 1 1 3 2 2 3 2 2 2 1 19

事務局長専決 1 1 1 3

1 1

1 1

1 1

会長専決 1 1

1 1

36 42 70 73 82 68 51 47 70 98 38 675

① ① ① ① ① ② ① ① ① ③ ④

※会場
①市役所本庁舎18階　第２常任委員会会議室 ②市役所本庁舎14階　１号会議室
③市役所本庁舎地下１階　５号会議室 ④市役所本庁舎18階　第４常任委員会会議室

(1)　総会(令和4年4月～令和5年3月)

開　催　日

件　　数議　　　案

目標及び活動の点検・評価

合　　　　計

最適化活動の目標の設定等

基盤強化法１６条第１項の規定に基づく買入協議要請

現況証明

賃借料情報

計

買受適格証明

総　会　回　数

会　　　　場

基盤強化法１８条の決定

国等からの土地の現況照会

利用状況調査の結果

その他

農地法５条の届出

現況証明

登記官からの照会

農地法１８条６項の解約の通知

３　活動状況

農地法４条許可申請

農林関係税制改正要望意見の取りまとめ

農地法３条許可申請

農地法５条許可申請

国等からの土地の現況証明

国の農業政策と予算の意見要望の取りまとめ

件　　数

農政関係の議案

合　　　　計

農地法３条の届出

農地所有適格法人報告書等の提出

農地法４条の届出

報　　　告

利用意向調査の結果

農地中間管理機構への情報提供の結果

農地法違反の転用事案報告

その他
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開催年月日 回　数 付議件数

令和4年度は新型コロナウイルス感染拡大の影響により中止

市役所本庁舎
18階第2常任
委員会会議室

第13期
第28回

R4.10.7

議　　題

(2)　全体会議

協議事項
1件

開催場所

(3)　市内農業事情調査

・農地利用最適化推進委員委嘱に
関する要綱の改正等について

9



Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

※　「Ⅰ　農業委員会の現況」については、別紙様式１の内容を転記

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

23

593 69

273

5

担当区域数

令和２

388

単位:ｈａ

計
普通畑

認定農業者

627

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

2

1

2,550

総農家数

耕地面積 181

畑

2,370

樹園地
田

牧草畑

43

－

－

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

基幹的農業従事者数

女性 －

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

北海道

札幌市農業委員会

6 24 令和５ 6

農業委員数

経営体数

11

20

－

都道府県名：

農業委員会名：

農業委員

定数 実数

中立委員

7

0

実数定数

17 17

経営体数（経営体）

1

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

農業経営体数

11

36 10

(4)　令和４年度農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その他事務の実施状況の公表
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Ⅱ　最適化活動の実施状況

※　「現状及び課題」及び「目標」については、別紙様式１の内容を転記

１　最適化活動の成果目標

　（１）農地の集積

①現状及び課題

％

②目標

③実績

※1　今年度の新規集積面積は、当該年中の集積面積（フロー）を記入

※2　今年度末の集積面積（累計）は、年度末時点の集積面積（ストック）を記入

（２）遊休農地の発生防止・解消

①現状及び課題

ha

②目標

　ア　既存遊休農地の解消

　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

ha837.76

今年度の新規集積面積

集積率(B)／(A)

-

ha

79.68 ha 0

課題
　担い手の高齢化による経営規模縮小や離農が続いているほか、相続による農地の細分化により、
一体的な農地利用が難しい状況となっている。今後は、関係各所と緊密な情報交換などを積極的
に行い、農地の流動化を進める必要がある。

ha

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度における
農地集積率を記入

現状
管内の農地面積(A) これまでの集積面積(B)

年度 集積率 95.0 ％

33.61

ha 農地面積(C)

今年度末の集積面積（累計）(D)

32.2

2,550

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(F)

農地の集積の目標年度 令和12

％

2,550

今年度の新規集積面積 174

39.0

821.08

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

995 ha

ha

％

％

2,550ha

緑区分の遊休農地の解消目標面積

現状

課題

ha

84.4

今年度末の集積面積（累計）(G)

目標に対する達成状況(H)／(E)

今年度末の集積率
(H)=(G)／(F)

32.9

ha

ha

0令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

関係機関との連携して担い手への集約を進めたが、本市では担い手以外への集積事例が多
く、新規集積面積、全体の集積面積いずれも目標を下回った。

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

１号遊休農地面積

79.68

　遊休農地は、面積や日照、水はけなどの条件が、ほかの農地に比べて悪いところが多いため、解
消が困難な状況が続いている。

農業委員会の
点検結果

　【農業委員会の実績及び点検・評価結果】

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

うち緑区分の遊休農地面積 うち黄区分の遊休農地面積
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　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

③実績

　ア　既存遊休農地の解消

　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

④その他

（３）新規参入の促進

①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体に集積した農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

197.7287.24

ha

調査実施時期

70.55

0.0

令和５年２月～令和５年３月

令和４年10月～令和４年11月

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

関係機関と協議し、解消のための工程表を策定する。

黄区分の遊休農地の解消
に向けた工程表の策定状
況

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

ha

調査実施時期

-

うち緑区分の遊休農地

ha

ha

令和２年度新規参入者

現状

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積(A)

160.97197.95

13.10

平成28年度 平成29年度
権利移動面積

平成30年度

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

農業委員会の
点検結果

今年度の目標に対する達成状況(D)／(C) - ％

ha

調査結果取りまとめ時期

令和４年12月～令和５年１月

1号遊休農地
の面積

　黄区分の遊休農地の解消の方向性について検討し、解消に向けた取組の内容や時期
を盛り込んだ工程表を策定した。

農地の利用状況
調査

調査結果取りまとめ時期

-

ha

課題
・農地の売買価格が高く、新規就農者が農地を取得することが難しい。
・農業用水や排水が整備されていない農地が多く、就農希望者の営農条件に合わない。
・都市型農業の利点を活かした新たな就農モデルの確立が必要となっている。

-

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消実績面積

ha
70.55

うち黄区分の遊休農地

今年度の緑区分の遊休農地の解消実績面積(D)

令和４年６月～令和４年９月

平均

　遊休農地について、非農地判断や農地転用のほか、営農再開や保全管理開始により、前年
度より約9.1ha減少したことから、一定の解消実績があった。

4.90

5

haha

4 経営体 12 経営体

6.27

令和３年度新規参入者令和元年度新規参入者

農地の利用意向
調査

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 79.68

ha ha

ha

16.10

経営体

12



③実績

公表URL

※　参入経営体数は、農地を取得して新たに農業に参入した経営体数を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定
①目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の発生防止・解消、③新規参入の促進のいずれかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

②実績

※　強化月間の結果欄は、強化月間中に行った具体的な取組の内容とその結果生じた効果等の内容を記入

①

③

活動強化月間の設定回数

取組項目

・担い手への貸付等に向けた貸し手・売り手の意向確認、情報収集

強化月間の内容

・新規就農フェアへの参加
・新規参入者への貸付等に向けた貸し手・売り手の意向確認、情報収集

1 回

取組時期 強化月間の結果

３月 ③ ・新規就農フェアへ参加し、就農希望者への説明を行った。

2月～３月

農地利用最適化推進委員の
人数

17

１人当たりの活動日数

最適化活動を行う
農業委員の人数

経営体6

目標に対する達成状況（B)/（A）

7.55

https://www.city.sapporo.jp/keizai/nogyo/noui/katudou
_jouhou.html

（その他の公表方法）

相続や貸借終了等のタイミングで所有者の意向を確認したが、新規参入者への貸付を希望し
ない所有者もおり、目標を達成することができなかった。

(参考）新規参入者の参入状況
ha

参入経営体数

取得農地面積

農業委員会の
点検結果

ha

12.80

％

取組時期

活動強化月間の設定回数 回

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公
表した農地の面積（B)

46.9

日／月

― 人

取組項目

12月～１月 ② ・利用意向調査の発送・回収

人

3

6

13



（３）新規参入相談会への参加
①目標

※2　複数の新規参入相談会に参加する場合は、適宜、開催時期以下の欄を追加する

②実績

※2　複数の新規参入相談会に参加した場合は、適宜、開催時期以下の欄を追加する（評価点欄は追加しない）

目標の達成状況の評語

※　別表に基づいて成果目標及び活動目標の各目標の達成状況に対する評語を記入

※　別表に基づいて成果目標及び活動目標の各目標の達成状況に対する評語ごとの該当する推進委員等の人数を記入

相談会名 さっぽろ農学校専修コース講義

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数

開催場所

3

目標に対して期待を（やや）下回る結果となった

目標に対して期待どおりの結果が得られた

目標に対し期待を上回る結果が得られた

目標に対し期待を大幅に上回る結果が得られた

評語

0

1

13

推進委員等の人数

　【推進委員等の点検・評価結果】

目標に対して期待どおりの結果が得られた

新規就農や農業体験の受入、各種支援等に関する情報提供や、市町村・地域担い手育成セン
ターによる個別相談を実施するフェアに参加。市内での就農希望者等15名に対し、新規就農者へ
の支援制度や農業の状況等を説明した。

1人 開催場所 サッポロさとらんどセンター

相談会の内容

参加者数

※1　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加した相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加した新規参入相談会ごとに１回とする）

開催時期 令和4年8月20日

参加者数

新規参入相談会への参加回数 回1

回

開催時期 令和５年３月（予定）

※1　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

相談会の内容

2

開催場所 札幌市内

相談会の内容
新規就農や農業体験の受入及び各種支援情報の提供など、市町村・地域担い手育成センターに
よる個別相談の実施

2人 開催場所 ホテルポールスター札幌

新規参入希望者を含む農学校の受講生に対し、「現役農家の体験談」をテーマにこれまでの就農
経験について講義し、アドバイスをした。

開催時期 令和5年3月4日 相談会名 北海道新規就農フェア

相談会名 北海道新規就農フェア

参加者数 １名

参加者数

相談会の内容

14



：

：

１　総会、部会の開催実績

※　総会又は部会の月ごとの開催回数を記入

２　農地法第３条に基づく許可事務

件 うち許可 件

日

３　農地転用に関する事務（意見を付して知事への送付）

件

日

４　違反転用への対応

　

※1　管内の農地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入

Ⅲ　事務の実施状況

都 道 府 県 名 北海道

農 業 委 員 会 名 札幌市農業委員会

2月 3月 備考（定例開催以外の理由）10月 11月 12月 1月

2 1 1 1 1

8月 9月4月 5月 6月 7月

1 1 1 2総会

１年間の処理件数

処理期間
実施状況 標準処理期間 処理期間（平均）

総会開催日の公表 公表している 申請書締切日の公表 公表している

11 11

申請書受理から

標準処理期間 処理期間（平均）

・地方自治法第180条の２に基づき市町村長から農業委員会へ事務委任

・農地法第４条第１項の規定に基づく指定市町村に指定

・地方自治法第252条の17の２第１項に基づき市町村長へ事務委任

9 うち不許可相当 0 件件

日59.22

9うち許可相当

28 日26

申請書受理から 60

※3　活動内容は、違反転用の解消や早期発見･未然防止のために何月に何日何を行ったのか等について
    具体的に記入

現　　　　　状
管内の農地面積 年度末時点の違反転用面積

ha ha

違反転用解消のために
実施した活動内容

　違反転用の早期発見･未然防止のために、６月から９月に農地パトロールを実施した。

実　　　 　 績

※2　違反転用面積は、管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定に違反して転用されている農地の
　　面積を記入

違反転用解消面積 0 ha

21.62,550

権限移譲の状況
（当てはまるものに〇）

１年間の処理件数

処理期間
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Ⅰ　農業委員会の状況（令和５年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

2

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

耕地面積

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

樹園地 牧草畑

2,510

都道府県名：

総農家数 627

計
普通畑

経営体数

11

農業委員会名：

17

7

16

単位:ｈａ

実数定数

17 17

基幹的農業従事者数

経営体数（経営体）

1

担当区域数

5

令和２

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

11

中立委員

7

0

農業委員

定数 実数

177 2,330

農業経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

農業委員数

 (5)　令和５年度最適化活動の目標の設定等

北海道

札幌市農業委員会

246 236令和５

388

593

273

36

73
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Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積

①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

ha

課題

ha

ha

2,510

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

1,032

0

必要な調整を行った上で、解消のための工程表を作成する。

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

緑区分の遊休農地の解消目標面積

現状

ha

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 79.68

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

194 2,510

課題
　担い手の高齢化による経営規模縮小や離農が続いているほか、相続による農地の細分化によ
り、一体的な農地利用が難しい状況となっている。また、非担い手への集積が増えているため、担
い手への集積が目標どおり進まない状況が続いている。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

　本市の遊休農地は、面積や日照、水はけなどの条件がほかの農地に比べて悪いところが多いほ
か、黄区分であることから、解消が困難な状況が続いている。
　緑区分の遊休農地がないため、新たな遊休農地を発生させないことを目標とする。

-

- ha

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

0 70.55

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 41.1

33.4837.76
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 令和12 年度 集積率 95 ％

％

ha

70.55

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入
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（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

参加者数 開催場所

人

64

4.90 ha

・新規就農フェアへの参加
・新規参入者への貸付等に向けた出し手の意向確認、情報収集

最適化活動を行う
農業委員の人数

―

17

取組時期

９月

取組項目

①

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

160.97

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

16.10 ha

相談会名 北海道新規就農フェア

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回1

開催時期 令和６年３月（予定）

②
・推進委員と事務局の対面による農地（遊休農地を含む）の現況の再確認・今後
の方向性などの検討・情報共有

③

3

課題

ha

ha

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 12.80

197.95197.7287.24 ha
権利移動面積

平成28年度

6 日／月

強化月間の内容

・担い手への貸付等に向けた出し手・受け手の意向調査、情報収集

相談会の内容
新規就農や農業体験の受入及び各種支援情報の提供など、市町村・地域担い手育成センターに
よる個別相談の実施

参加者数 ２名 開催場所 札幌市内

13.10

現状

令和２年度新規参入者 令和３年度新規参入者

12

令和４年度新規参入者

人

１人当たりの活動日数

平成29年度 平成30年度 平均

ha

・農地の売買価格が高く、新規就農者が農地を取得することが難しい。
・農業用水や排水が整備されていない農地が多く、就農希望者の営農条件に合わない。
・都市型農業の利点を活かした新たな就農モデルの確立が必要となっている。

３月

農地利用最適化推進委員の
人数

10月

相談会の内容
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４　農地関係処理状況

(1)　農地法第３条の規定による権利移動

①　件数及び面積調 （令和4年4月～令和5年3月）

種別

区

②　事由別調 （令和4年4月～令和5年3月）

種別

区 件数 件数 件数 件数

― ― ― ―

1 ― 8 9

― ― 3 3

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

2 ― 2 4

8 ― 1 9

― ― 1 1

― ― 1 1

11 0 16 27

届　出

贈　与 相　続 計

計

―

129,224

件数

経営拡大

許　可

11

―

33,755

―

―

―

面 積(㎡) 件数 面 積(㎡)

―

―

8

3

―

9

3

―

248,285.00

41,927.00

北

東

白　石

厚　別

西

面 積(㎡)

中　央

件数

―

1

―

―

―

15,423

80,046

―

―

―

2

8

―

―

214,530

41,927

―

43,215

42,949

7,225

380,899

1

1

―

―

46,476

7,225

510,123

―

―

123,261

42,949.00

白　石

厚　別

―

―

1

1

2716

1

―

―

31,0532

―

―

手　稲

合　計

―

4

9

―

豊　平

清　田

南

合　計

面 積(㎡) 面 積(㎡) 面 積(㎡) 面 積(㎡)

33,755

15,423

80,046

129,224

―

―

―

0

214,530

41,927

―

豊　平

清　田

南

西

手　稲

中　央

北

東

―

510,123

41,927

―

―

―

46,476

123,261

42,949.00

7,225

248,285.00

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

31,053

43,215

7,225

380,899

42,949―

―
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③　年度別処理件数の推移

36 35 26 34 27

1 1 2 4

6 6 ― 9

1 ― 4 1

― ― ― ―

― ― ― ―

南

西

手　稲

合　計

15 9 12 9

7 14 4

　　　　年度

　区

中　央

北

東

白　石

厚　別

豊　平

清　田

3

3 3

8

30 年 度 令和元年度 ２ 年 度 ４ 年 度

― ― ― ―

３ 年 度

―

7

1

1

1

4

5

4

33 2 2 1

2 ―

0

5

10

15

20

25

30

35

40

30 年 度 令和元年度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度
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(2)　農地法第４条・第５条の規定による転用

①　届出・許可別件数及び面積調

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

2 873 ― ― 17 66,929 ― ― 19 67,802 ― ―

8 7,770 ― ― 6 11,283 2 23,685 14 19,053 2 23,685

1 3,089 ― ― 8 14,340 2 37,546 9 17,429 2 37,546

― ― ― ― 3 10,488 ― ― 3 10,488 ― ―

― ― ― ― 1 1,183 ― ― 1 1,183 ― ―

― ― 1 682 ― ― 1 3,345 ― ― 2 4,027

3 4,040 ― ― 8 11,690 2 14,613 11 15,730 2 14,613

3 9,740 ― ― 5 6,159 ― ― 8 15,899 ― ―

1 1,421 ― ― 2 13,615 1 9,135 3 15,036 1 9,135

18 26,933 1 682 50 135,687 8 88,324 68 162,621 9 89,006

※面積は、項目ごとに小数点以下を四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。

②　届出種別件数及び面積調 （令和4年4月～令和5年3月）

件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡)

4条 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

5条 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

4条 ― ― 2 873 ― ― ― ― ― ― ― ― 2 873

5条 6 41,371 4 10,253 2 6,671 ― ― 5 8,634 ― ― 17 66,929

4条 2 659 1 627 ― ― 1 3,521 3 2,079 1 884 8 7,770

5条 2 6,082 3 2,564 ― ― ― ― ― ― 1 2,637 6 11,283

4条 ― ― 1 3,089 ― ― ― ― ― ― ― ― 1 3,089

5条 ― ― 2 1,098 3 9,166 ― ― 2 3,007 1 1,069 8 14,340

4条 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

5条 2 9,496 1 992 ― ― ― ― ― ― ― ― 3 10,488

4条 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

5条 ― ― 1 1,183 ― ― ― ― ― ― ― ― 1 1,183

4条 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

5条 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

4条 ― ― ― ― ― ― ― ― 2 2,431 1 1,609 3 4,040

5条 5 7,475 3 4,215 ― ― ― ― ― ― ― ― 8 11,690

4条 ― ― ― ― ― ― ― ― 3 9,740 ― ― 3 9,740

5条 2 3,022 2 551 ― ― ― ― ― ― 1 2,586 5 6,159

4条 ― ― ― ― 1 1,421 ― ― ― ― ― ― 1 1,421

5条 1 2,377 ― ― 1 11,238 ― ― ― ― ― ― 2 13,615

4条 2 659 4 4,589 1 1,421 1 3,521 8 14,250 2 2,493 18 26,933

5条 18 69,823 16 20,856 6 27,075 ― ― 7 11,641 3 6,292 50 135,687

20 70,482 20 25,445 7 28,496 1 3,521 15 25,891 5 8,785 68 162,621

※面積は、項目ごとに小数点以下を四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。

白　石

厚　別

豊　平

清　田

南

西

手　稲

小　計

合　　計

倉 庫
駐 車 場 ・
資 材 置 場 そ の 他 計

区・条

中　央

北

東

南

西

手　稲

合　　計

種別 宅 地 造 成 住 宅 事務所・店舗

件数 面積(㎡)

中　央

北

東

白　石

厚　別

豊　平

清　田

（令和4年4月～令和5年3月）

条・区分 4　　　　　条 5　　　　　条 計

届　　出 許　　可 届　　出 許　　可 届　　出 許　　可
区 件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡)
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③　許可種別件数及び面積調

●　４条許可 （令和4年4月～令和5年3月）

種　別 件　数

農業交流関連施設 1

●　５条許可 （令和4年4月～令和5年3月）

種　別 件　数

流通業務施設 2

駐車場・資材置場 2

資材置場 1

キャンプ場 1

アクティビティ施設 1

駐車場・資材置場 1

8

※面積は、項目ごとに小数点以下を四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。

区 面　積（㎡）

清 田 682

南 3,885

南 10,728

手 稲 9,135

合　計 88,324

区 面　積（㎡）

東 23,685

白 石 37,546

清 田 3,345
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④　年度別処理件数調

年度

区

― ― ― 　― 　―

30 23 9 26 19

24 15 17 17 16

16 11 6 14 11

4 3 2 1 3

8 2 1 1 1

1 1 ― 3 2

6 5 8 6 13

16 16 12 7 8

3 6 2 2 4

108 82 57 77 77

2　年　度 3　年　度 4　年　度

中　央

北

東

白　石

厚　別

豊　平

清　田

南

西

手　稲

合　計

30　年　度 令和元年度

0

20

40

60

80

100

120

30 年 度 令和元年度 2 年 度 3 年 度 4 年 度
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(3)　現況証明等

件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡)

市街化区域 8 3,828 ― ― 8 3,828

調 整 区 域 1 18,830 ― ― 1 18,830

市街化区域 80 58,726 2 458 82 59,184

調 整 区 域 20 34,183 3 18,225 23 52,408

市街化区域 86 44,209 3 511 89 44,720

調 整 区 域 28 30,672 3 951 31 31,623

市街化区域 42 32,465 3 2,044 45 34,509

調 整 区 域 22 55,210 1 195 23 55,405

市街化区域 15 12,354 ― ― 15 12,354

調 整 区 域 2 21,007 ― ― 2 21,007

市街化区域 27 8,737 ― ― 27 8,737

調 整 区 域 ― ― ― ― ― ―

市街化区域 15 18,631 1 16,841 16 35,472

調 整 区 域 3 11,963 ― ― 3 11,963

市街化区域 50 17,278 1 463 51 17,741

調 整 区 域 22 97,579 ― ― 22 97,579

市街化区域 61 42,461 2 1,301 63 43,762

調 整 区 域 4 28,632 ― ― 4 28,632

市街化区域 14 4,822 1 99 15 4,921

調 整 区 域 3 48,028 ― ― 3 48,028

市街化区域 398 243,510 13 21,717 411 265,226

調 整 区 域 105 346,104 7 19,371 112 365,475

503 589,613 20 41,088 523 630,701

①  処理件数及び面積調 （令和4年4月～令和5年3月）

　　　　　　　　 区分

　区・区域

現　況　証　明 登記官等からの照会 合　　計

中　央

北

東

　※　面積は、項目ごとに小数点以下を四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。

白　石

厚　別

豊　平

清　田

南

西

手　稲

小　計

合　　計
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②  項目別面積調 （令和4年4月～令和5年3月）

現 況 証 明 ― 22,658 ― 22,658

登記官等 照会 ― ― ― ―

現 況 証 明 ― 92,909 ― 92,909

登記官等 照会 ― 18,683 ― 18,683

現 況 証 明 ― 74,881 ― 74,881

登記官等 照会 ― 1,462 ― 1,462

現 況 証 明 ― 87,675 ― 87,675

登記官等 照会 ― 2,239 ― 2,239

現 況 証 明 ― 33,361 ― 33,361

登記官等 照会 ― ― ― ―

現 況 証 明 ― 8,737 ― 8,737

登記官等 照会 ― ― ― ―

現 況 証 明 ― 30,594 ― 30,594

登記官等 照会 ― 16,841 ― 16,841

現 況 証 明 ― 114,856 ― 114,856

登記官等 照会 ― 463 ― 463

現 況 証 明 ― 71,093 ― 71,093

登記官等 照会 ― 1,301 ― 1,301

現 況 証 明 ― 52,850 ― 52,850

登記官等 照会 ― 99 ― 99

現 況 証 明 ― 589,613 ― 589,613

登記官等 照会 ― 41,088 ― 41,088

　※　項目ごとに小数点以下を四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。

　　　　　　　　　　　項目

　区・区分

農　地
(㎡)

非農地
(㎡)

農地及び
非農地
(㎡)

合　計
(㎡)

中　央

北

東

白　石

厚　別

合　計

豊　平

清　田

南

西

手　稲
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③　年度別処理件数調

現 況 証 明 14 8 9 8 9

登記官等照会 1 2 ― 1 ―

現 況 証 明 125 131 102 124 100

登記官等照会 5 7 12 13 5

現 況 証 明 116 146 90 104 114

登記官等照会 9 6 2 5 6

現 況 証 明 69 60 57 62 64

登記官等照会 5 2 2 3 4

現 況 証 明 20 14 13 15 17

登記官等照会 1 ― ― ― ―

現 況 証 明 44 32 26 22 27

登記官等照会 4 3 1 2 ―

現 況 証 明 11 22 20 17 18

登記官等照会 ― 2 1 2 1

現 況 証 明 68 72 55 54 72

登記官等照会 7 2 2 2 1

現 況 証 明 68 75 52 81 65

登記官等照会 2 4 1 2 2

現 況 証 明 24 22 25 21 17

登記官等照会 1 1 ― 1 1

現 況 証 明 559 582 449 508 503

登記官等照会 35 29 21 31 20

30 年 度 令和元年度 2 年 度 3 年 度 4 年 度

中　央

北

東

白　石

厚　別

豊　平

清　田

南

西

手　稲

合　計

　　　　　　　　　 年度

　区・区分

0

100

200

300

400

500

600

700

30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度

現況証明

登記官等照会
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(4)　農業経営基盤強化促進事業関係

①　農用地利用集積計画 （令和4年4月～令和5年3月実績）

－ － － －

3 27 12 42

6 28 － 34

－ 2 － 2

－ － － －

－ － － －

－ 1 － 1

－ 8 － 8

－ 2 － 2

－ 1 － 1

9 69 12 90

②　令和5年3月末日で継続中の農用地利用集積計画

3 － 3 －

400 54 454 76

256 37 293 40

1 5 6 －

－ － － －

－ － － －

16 4 20 16

87 3 90 9

8 － 8 1

38 11 49 6

809 114 923 148

　※　所有権移転は昭和59年度からの累計

合　計 1,242,701

北 2,157,766 257,771 2,415,537 1,240,177

東 1,792,714 211,552 2,004,266 342,648

白　石 11,342 29,526 40,868 －

使用貸借権設定 合　計

面積（㎡） 件数 面積（㎡）

606,994

－ 501,995

件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡）

－

－

－

3,168

40,289

16,770

清　田

南 －

－

－

78,126

－

121,546

－

－

－

3,168 －

40,289 －

16,770 －

1,043,029 121,546

55,581 －

西

手　稲

賃借権設定所有権移転

件数

中　央

北

東

白　石

厚　別

豊　平

　　 項目

　区
面積（㎡）

－ －

467,291

－

18,157

59,969

－

－

－

面積（㎡） 件数

－

442,026

55,581

17,904 － 17,904

中　央 5,519 － 5,519 －

　　 項目

　区

所有権移転賃借権設定 使用貸借権設定 合　計

筆数 面積（㎡） 筆数 面積（㎡） 筆数

厚　別 － － － －

豊　平 － － － －

清　田 50,952 4,515 55,467 93,534

南 259,522 10,604 270,126 65,119

合　計 4,467,287 573,293 5,040,580 1,833,206

西 20,495 － 20,495 23,302

手　稲 168,977 59,325 228,302 68,426
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(5)　国有農地関係

①　貸付件数及び面積 （令和5年3月末現在）

種別

区 件 数 面 積（㎡） 件 数 面 積（㎡） 件 数  面 積（㎡）

  ―         ― 　― 　　　　― 　― 　　　　―

　― 　　　　― ―     ― 　― 　　　　―

2 3,470 ―     ― 2 3,470

　― 　　　　― 　― 　　　　― 　― 　　　　―

　― 　　　　― 　― 　　　　― 　― 　　　　―

　― 　　　　― 　― 　　　　― 　― 　　　　―

　― 　　　　― 　― 　　　　― 　― 　　　　―

　― 　　　　― 　― 　　　　― 　― 　　　　―

　― 　　　　― 1 119 1 119

　― 　　　　― 　― 　　　　― 　― 　　　　―

2 3,470 1 119 3 3,589

(6)　諸証明処理件数

（令和4年4月～令和5年3月）

種別

区

― 1 ― ― 1

3 ― 8 1 12

1 ― 1 1 3

― ― 1 1 2

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― 1 ― 1

― ― ― ― ―

― ― 2 1 3

― ― ― ― ―

― ― 4 ― 4

4 1 17 4 26

　※　区の区分は、証明申請人の住所地による。

　※　耕作証明・買受適格証明は手数料を徴しない。

合　　計

市　外

合　計

豊　平

清　田

南

西

手　稲

中　央

北

東

白　石

厚　別

農　耕　貸　付 転　用　貸　付 合　　計

中　央

北

東

白　石

厚　別

豊　平

清　田

南

西

手　稲

合　計

租 税 特 別
措置法関係

証 明

耕 作
証 明

買 受 適 格
証 明

経 営
証 明
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(7) 農業者年金事業関係 

① 加入者の状況          （令和５年７月末現在） 

   種別 

区 

被 保 険 者 

 政策支援加入者 

中 央 － － 

北 1 ― 

東 － － 

白 石 － － 

厚 別 － － 

豊 平 １ １ 

清 田 1 － 

南 － － 

西 1 － 

手 稲 1 － 

合 計 ５ １ 

 

 

② 受給権者の状況 

（旧年金）                            （令和５年７月末現在） 

年金 

種別 

老齢年金 

のみ 

経営移譲 

年金のみ 

老齢年金と

経営移譲 

年金の併給 

特例老齢 

年金 
合 計 

受給権

者数 
275 183 91 9 558 

 

（新年金） 

年金 

種別 

老齢年金 

のみ 

老齢年金と

特例付加 

年金の併給 

合 計 

受給権

者数 
77 12 89 
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６ 条例・規程等 

(1) 札幌市農業委員会の委員等の定数に関する条例 

平成28年３月１日   

条 例 第 ２ 号   

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、農業委員会等に関する法律（昭和26年法律第88号）第８条第２項

及び第18条第２項の規定に基づき、札幌市農業委員会の委員（以下「農業委員」とい

う。）及び農地利用最適化推進委員（以下「推進委員」という。）の定数を定めるも

のとする。 

（農業委員の定数） 

第２条 農業委員の定数は、11人とする。 

（推進委員の定数） 

第３条 推進委員の定数は、15人とする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成28年４月１日又は農業協同組合法等の一部を改正する等の法律

（平成27年法律第63号）附則第29条第２項の規定によりなお従前の例により在任す

るものとされる札幌市農業委員会の委員（選挙による委員に限る。）の全員が退任

する日の翌日のいずれか遅い日から施行する。ただし、次項の規定は、平成28年４

月１日から施行する。 

（読替規定） 

２ この条例の施行の日が前項に規定する委員の全員が退任する日の翌日となる場合

には、同日の前日までの間は、札幌市農業委員会の選挙による委員の定数に関する

条例中「農業委員会等に関する法律」とあるのは、「農業協同組合法等の一部を改

正する等の法律（平成27年法律第63号）第２条の規定による改正前の農業委員会等

に関する法律」と読み替えるものとする。 

（札幌市特別職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

３ 札幌市特別職の職員の給与に関する条例（昭和26年条例第28号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

別表１中 

  「 

                                    

 

 

 

                                   」 

農業委員会 会長 

副会長 

委員 

報酬月額 96,000円 

67,000円 

47,000円 
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 を 

  「 

                                    

 

 

 

 

 

                                     」 

 に改める。 

（札幌市職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

４ 札幌市職員等の旅費に関する条例（昭和26年条例第31号）の一部を次のように改

正する。 

別表１ ４の項中「定める者」を「定める者 農地利用最適化推進委員」に改める。 

 

附 則（令和４年条例第１号） 

この条例は、令和５年６月24日から施行する。 

農業委員会 会長 報酬月額 96,000円 

副会長 67,000円 

委員 47,000円 

農地利用最適化推進委員 報酬月額 42,000円 
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(2) 札幌市農業委員会事務処理手数料条例 

 

昭和 26 年７月 23 日   

条 例 第 3 2 号   

  題名改正（昭和46年条例第46号、昭和59年条例第36号） 

 

第１条 本市は、当事者の申出により札幌市農業委員会が特別な事務を処理した場合には、

この条例の定めるところにより手数料を徴収する。 

 

第２条 前条の手数料の額は別表のとおりとし、その徴収方法については札幌市証明等手数

料条例の規定を準用する。 

 

附 則 

１ この条例は、農業委員会成立の日から施行する。 

 ２、３ 省略 

附 則（昭和41年条例第22号） 

 １ この条例は、公布の日から施行し、昭和41年４月１日から適用する。 

附 則（昭和46年条例第46号） 

 １ この条例は、昭和47年４月１日から適用する。 

  附 則（昭和51年条例第９号） 

 １ この条例は、昭和51年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ この条例による改正後の札幌市各区農業委員会事務処理手数料条例別表の規定は、施

行日以後の証明等の請求に係るものから適用する。 

  附 則（昭和55年条例第７号） 

 １ この条例は、昭和55年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の札幌市各区農業委員会事務処理手数料条例別表の規定は、こ

の条例の施行の日以後の証明等の請求に係る手数料から適用する。 

附 則（昭和59年条例第36号） 

 １ この条例は、昭和59年５月14日から施行する。 

 ２～５ 省略 

  （札幌市各区農業委員会事務処理手数料条例の一部改正に伴う経過措置） 

 ６ この条例の施行の日から別に市長が定める日までの間は、前項の規定による改正後の

札幌市農業委員会事務処理手数料条例第１条の規定にかかわらず、同条の規定により札

幌市農業委員会が処理することとなる事務は、市長が処理することとし、同条の規定に

より手数料を徴収するものとする。 

  （市長が定める日＝昭59規則45で昭和59年６月29日） 

附 則（平成４年条例第14号） 

 １ この条例は、平成４年４月１日から施行する。 
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２ この条例による改正後の札幌市農業委員会事務処理手数料条例別表の規定は､この条例

の施行の日以後に請求された証明に係る手数料について適用し､同日前に請求された証明

等に係る手数料については、なお従前の例による。 

附 則（平成８年条例第４号） 

 １ この条例は、平成８年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の札幌市農業委員会事務処理手数料条例別表の規定は､この条例

の施行の日以後に請求された証明に係る手数料について適用し､同日前に請求された証明

に係る手数料については、なお従前の例による。 

 

別表 

 

種 別 単 位 金 額 摘 要 

現況証明書交付手数料 １筆につき 2,100 円  再交付の場合は800円 

経営証明書交付手数料 １件につき 2,100 円  

その他の証明書交付手数料 １件につき 1,400 円  
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(3) 札幌市農業委員会規程 
昭 和 59年 ６ 月 29日     

農業委員会告示第１号     

                    

最終改正 平成28年３月農業委員会告示第14号   

 

目 次 
 第１章  総 則（第１条） 

 第２章  組 織（第２条・第３条） 

 第３章  会 議（第４条－第22条） 

 第４章  専 決（第23条－第25条） 

 第５章  公 印（第26条・第27条） 

 第６章  身分証明書（第28条） 

 附 則 

  

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規程は、法令に定めるもののほか、札幌市農業委員会（以下「委員会」と

いう。）の組織等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

第２章 組織 
（会長の互選） 

第２条 委員会の会長（以下「会長」という。）の互選は、委員会の委員（以下「委員」

という。）の単記無記名投票により行い、投票の最多数を得た者を当選人とする。た

だし、最多得票数を得た者が２人以上あるときは、くじで定める。 

２ 前項の規定にかかわらず、出席委員全員に異議のないときは、前項の互選は、指名

推せんの方法によることができる。 

３ 会長が委員を辞任したとき、又は会長の職を辞したときその他会長が欠けたときは、

速やかに会長の互選を行わなければならない。 

（副会長） 

第３条 農業委員会等に関する法律（昭和26年法律第88号。以下「法」という。）第５

条第５項の規定により会長の職務を代理するため、委員会に副会長を置く。 

２ 副会長の互選については、前条の規定を準用する。この場合において、「委員会の

会長（以下「会長」という。）」とあるのは「委員会の副会長（以下「副会長」とい

う。）」と、「会長」とあるのは「副会長」と読み替えるものとする。 

  

第３章 会議 

（通知） 

第４条 会長は、法第27条第１項に規定する総会（以下「総会」という。）を招集しよ

うとするときは、総会の日時、場所、付議しようとする事件その他必要な事項を定め、

これをあらかじめ委員に通知するとともに、市役所の掲示場に告示しなければならな

い。 

２ 前項の通知及び告示は、総会の日前３日までに行わなければならない。ただし、緊

急を要するときは、この限りでない。 

（欠席又は遅刻の届出） 

第５条 委員は、事故のため総会に出席できないとき、又は遅刻しようとするときは、
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その理由を付して総会の開会時刻までに会長に届け出なければならない。 

（議長） 

第６条 会長は、総会の議長となり議事を整理する。 

（委員の議席） 

第７条 委員の議席は、委員の任期満了に伴う後任の委員の任命の後に初めて行われる

総会においてくじで定める。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、総会に諮つて議席を変更することができる。 

３ 議席には、番号及び氏名票をつけるものとする。 

（総会の開会等の宣告） 

第８条 総会の開会、休憩、延会又は閉会は、議長が宣告する。 

（議題の宣告） 

第９条 議長は、事件を議題とするときは、その旨を宣告しなければならない。 

（一括議題） 

第10条 議長は、必要があると認めるときは、２件以上の事件を一括して議題とするこ

とができる。ただし、出席委員の５分の１以上の者から異議があるときは、討論を用

いないで総会に諮つて決める。 

（議案の説明） 

第11条 総会において事件が議題となつたときは、提案者は、その趣旨を説明しなけれ

ばならない。ただし、必要があるときは、事務局職員又はその他の者に事件の趣旨を

説明させることができる。 

（発言） 

第12条 委員が発言しようとするときは、議長の許可を得なければならない。総会の同

意を得て、又はその要求により出席した者が発言しようとするときも、また同様とす

る。 

（動議） 

第13条 動議は、出席委員の５分の１以上の同意がなければ、これを議題とし、審議す

ることができない。 

（先決動議の採決順序） 

第14条 他の事件に先立つて採決に付さなければならない動議が競合したときは、議長

が採決の順序を決める。ただし、出席委員の５分の１以上の者から異議があるときは、

討論を用いないで、総会に諮つて決める。 

（事件又は動議の撤回又は訂正） 

第15条 総会の議題となつた事件又は動議を撤回し、又は訂正しようとするときは、総

会の承認を得なければならない。 

２ 前項の承認を求めようとするときは、提出者又は発議者から請求しなければならな

い。 

（表決の宣告） 

第16条 議長は、表決をしようとするときは、表決に付する議題を宣告しなければなら

ない。 

（表決の方法） 

第17条 表決の方法は、起立又は挙手による。ただし、議長が必要と認めたとき、又は

５人以上の委員から要求があつたときは、記名又は無記名の投票による。 

２ 前項ただし書の投票について、同時に記名投票と無記名投票の要求があつたときは、

いずれの方法によるかは議長が決める。 

（簡易表決） 

第18条 議長は、議案となつた事件について異議の有無を総会に諮り、異議がないと認
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めたときは、前条の規定にかかわらず、可決の旨を宣告することができる。 

（議事録） 

第19条 議事録には、次の事項を記載する。 

  総会の日時及び場所 

  出席委員及び欠席委員の番号及び氏名 

  総会に付した議案の題目 

  動議及びその提出者の氏名 

  議決事件及び賛否の数 

  議事の要領 

  表決の要領 

  総会に出席した関係者の氏名 

  その他議長において必要と認めた事項 

２ 議事録には、議長及び議長が定めた２人以上の出席委員が署名しなければならない。 

（傍聴の手続） 

第19条の２ 総会を傍聴しようとする者は、所定の場所で自己の氏名及び住所を傍聴人

受付票に記入しなければならない。 

２ 総会を傍聴しようとする者が団体である場合においては、代表者又は責任者が自己

の氏名及び住所並びにその団体の名称及び傍聴する者の人員を傍聴人受付票に記入

しなければならない。 

（傍聴の制限） 

第20条 次に掲げる者は、総会を傍聴することができない。 

  凶器その他危険な物を所持している者 

  酒気を帯びている者 

  その他議長が議場の秩序を乱すおそれがあると認めた者 

２ 議長は、傍聴席の都合により、傍聴人員を制限することができる。 

（傍聴人の遵守事項） 

第21条 傍聴人は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

  定められた場所以外に立ち入らないこと。 

  棒、旗、プラカードの類を携帯しないこと。 

  傍聴席にあつては静粛にし、議場における発言に対し可否を評し、又は騒ぎ立て 

る等会議の妨害となるような行為をしないこと。 

  携帯電話等の通信機器を使用しないこと。 

  写真、ビデオ等の撮影又は録音を行わないこと。ただし、あらかじめ議長の許可 

を得て、総会の開会前に行う場合は、この限りでない。 

２ 議長は、前項に掲げる事項を遵守せず会議の進行を妨げるおそれのある傍聴人に対

し、退場を命ずることができる。 

（会議運営の疑義） 

第22条 この規程に定めるもののほか、会議の運営に関し疑義がある場合は、その都度

議長が決める。ただし、委員から異議があるときは、総会に諮つてこれを決めるもの

とする。 

  

第４章 専決 
（会長の専決） 

第23条 会長は、次に掲げる事務を専決することができる。 

  事務局職員の勤務発令に関すること。 

  事務局長の休暇及び職務に専念する義務の免除の承認その他服務に関する事項 
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  事務局長の出張の命令 

  次長及びこれに準ずる者の宿泊を伴う出張の命令 

  現況証明願のうち、別に委員会で定めた基準に該当するものの証明 

  競売又は公売に参加するための買受適格証明書又は意見書のうち、急を要するも 

のの交付 

  登記簿上の地目が農地である土地の農地以外への地目の変更登記に係る登記官 

からの照会のうち、別に委員会で定めた基準に該当するものに対する回答 

  国又は地方公共団体からの土地の現況に関する照会のうち、別に委員会で定めた 

基準に該当するものに対する回答 

  前各号に掲げるもののほか、委員会が指定した事項 

２ 会長は、前項の規定により専決した事務のうち、第１号及び第５号から第８号まで

の事務については、総会に報告をしなければならない。 

（総会への付議） 

第24条 会長は、前条の規定により専決できる事務であつても特に重要と認めるものに

ついては、総会に付さなければならない。 

（会長の専決の特例） 

第25条 会長は、市長部局との均衡を図るため、次に掲げる事務に関し、札幌市農業委

員会事務局規程（昭和59年農業委員会告示第２号）を改正する必要がある場合には、

専決により同規程を改正することができる。 

  事務局職員の事務の代決に関すること。 

  事務局職員の専決に関すること。 

  文書件名簿その他の帳簿、文書記号、文書の収受、発送及び保存等文書の取扱い

に関すること。 

  起案文書の決裁区分等に関すること。 

  前各号に掲げる事務に準ずる事務局の事務に関すること。 

２ 前項の規定により専決をしたときは、会長は、これを次の総会に報告しなければな

らない。 

  

第５章 公印 
（公印の種類） 

第26条 委員会における公印の名称、ひな型、寸法、書体及び個数は、別表のとおりと

する。 

（公印の管理） 

第27条 公印管理責任者は、事務局長をもつて充てる。 

２ その他公印の管理については、札幌市公印取扱規程（昭和31年訓令第２号）の例に

よる。 

  

第６章 身分証明書 
（身分を示す証票） 

第28条 委員、農地利用最適化推進委員及び事務局の職員がその所掌事務を行うため、

農地等の立入調査をするときに携行する身分を示す証書は、別記様式のとおりとする。 
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附 則 

この規程は、昭和59年６月30日から施行する。 

 

附 則(平成４年農業委員会告示第18号)～附 則(平成25年農業委員会告示第13

号) 

省略 

 

附 則（平成28年農業委員会告示第14号） 

 この規程は、平成28年４月１日から施行する。ただし、第１条中札幌市農業委員会規

程第28条の改正規定は、札幌市農業委員会の選挙による委員の定数に関する条例の全部

を改正する条例（平成28年条例第２号）の施行の日から施行する。 
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別表 

 

 

 

 
別記様式 

身分を示す証票 

 

公印の名称 ひ  な  型 書  体 寸  法 個  数 

札 幌 市 農 業 

委 員 会 の 印 

 

て ん 書 方 20 ㎜ １ 

札 幌 市 農 業 

委 員 会 長 の 印 

 

て ん 書 方 20 ㎜ １ 

札幌市農業委員会 

長職務代理者の印 

 

て ん 書 方 20 ㎜ １ 

No.     
  

身 分 証 明 書 
 

氏 名                
 

             年  月  日生 
 

 上記の者は、札幌市農業委員会の  であることを証明する。 
  年  月  日 

             札幌市農業委員会 

会長      印  

 

１ この証明書は、常に携行し、必要ある場合には、提示しなければなら

ない。 

２ この証明書は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

３ 身分を失ったときは、速やかに返還しなければならない。 

４ 証明書を亡失し、若しくは損傷したとき、又は表記事項に変更があっ

たときは、再交付を受けなければならない。 

札 幌 市 

農 業 委 

員 会 之 印  

札   幌   市 

農  業  委  員 

会  長  之  印 

札 幌 市 農 業 

委 員 会 長 職 

職 務 代 理 者 之 印 
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(4) 札幌市農業委員会事務局規程 

 

昭和59年６月29日    

農業委員会告示第２号    

 

最終改正 令和５年３月農業委員会告示第３号   

目 次 
第１章  総 則（第１条） 

 第２章  組 織（第２条－第６条） 

 第３章  処 務（第７条－第15条） 

 第４章  公 印（第16条・第17条） 

 第５章  補 則（第18条） 

 附 則 

  

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規程は、別に定めるものを除くほか、札幌市農業委員会（以下「委員会」とい

う。）の事務局の組織等に関し必要な事項を定めるものとする。 

  

第２章 組織 

（事務局の設置） 

第２条 委員会の権限に属する事務を処理するため、札幌市農業委員会事務局（以下「事務局」

という。）を置く。 

（組織及び事務分掌） 

第３条 事務局の組織は、次のとおりとする。 

振興係 

農地係 

２ 事務局の事務分掌は、別表１のとおりとする。 

（事務局長等） 

第４条 事務局に長及び次長を、係に長を置く。 

２ 事務局に担当係長又は主査を、事務局又は係に主任その他必要な職員を置くことができる。 

３ 職員の職名は、次のとおりとする。 

  事務職員 

  技術職員 

  技能職員 

（充てる職員） 

第４条の２ 事務局長は、経済観光局農政部長をもって充てる。 

２ 次長は、経済観光局農政部農政課農業委員会担当課長をもって充てる。 

３ 振興係長は、経済観光局農政部農政課振興担当係長をもって充てる。 

４ 農地係長は、経済観光局農政部農政課農地担当係長をもって充てる。 
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５ 担当係長は、経済観光局農政部農政課の農業委員会に関する事務を担当する担当係長をもっ

て充てる。 

６ 主査は、経済観光局農政部農政課の農業委員会に関する事務を担当する主査をもって充てる。 

７ 主任は、経済観光局農政部農政課の農業委員会に関する事務を担当する主任をもって充てる。 

８ 前条第２項に定めるその他必要な職員は、経済観光局農政部農政課の農業委員会に関する事

務を担当する職員（前各項に掲げる者を除く。）をもって充てる。 

（職務） 

第５条 事務局長は、委員会の会長（以下「会長」という。）の命を受け事務局の事務を掌理し、

事務局職員を指揮監督する。 

２ 次長及び係長は、上司の命を受け、その所管する事務を掌理し、所属職員を指揮監督する。 

３ 担当係長は、上司の命を受け担任事務を掌理し、その事務に従事する職員を指揮監督する。 

４ 主査は、上司の命を受けて、係長又は担当係長と連携して当該主査の分担する事務を処理す

る。ただし、当該係長又は担当係長に事故があるときは、当該主査限りでその分担する事務を

処理することができる。 

５ 主任は、上司の命を受けて、その分担する事務を処理し、第４条第２項に定めるその他必要

な職員は、上司の命を受けて事務に従事する。 

（代決） 

第６条 事務局長に事故があるときは、次長がその事務を代決する。 

２ 次長に事故があるときは、主務の係長又は担当係長がこれを代決し、主務の係長又は担当係

長にも事故があるときは、あらかじめ次長の定める順序によって、他の係長若しくは担当係長

又は主査がこれを代決する。 

３ 前条第４項ただし書の規定によるもののほか、係長又は担当係長に事故があるときは、上席

の係員が順次これを代理する。 

  

第３章 処務 

（専決） 

第７条 事務局長は、次に掲げる事務を専決することができる。 

  係長及びこれに準ずる者以下の職員の宿泊を伴う出張の命令 

  次長及びこれに準ずる者の宿泊を伴わない出張の命令 

  農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項第13号、第３条の３、第４条第１項 

第７号、第５条第１項第６号並びに第18条第１項第４号及び第５号の規定による届出の 

処理に関すること。 

  諸証明の発行（現況証明については、別に委員会で定めた基準に該当するものに限る。） 

  登記簿上の地目が農地である土地の農地以外への地目の変更登記に係る登記官からの照 

会のうち、別に委員会で定めた基準に該当するものに対する回答 

  国又は地方公共団体からの土地の現況に関する照会のうち、別に委員会で定めた基準に 

該当するものに対する回答 

  不動産の登記嘱託  

２ 次長は、次に掲げる事務を専決することができる。 
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  係長及びこれに準ずる者の宿泊を伴わない出張の命令 

  所属職員（係長及びこれに準ずる者以上の職員を除く。）の宿泊を伴わない出張（市内 

の地域への出張を除く。）の命令 

  時間外勤務及び休日勤務の命令 

  農業者年金事務の処理に関すること。 

３ 係長及び担当係長は、次に掲げる事務を専決することができる。 

  所属職員の宿泊を伴わない市内の地域への出張の命令 

  閲覧の許可 

  定例の調査統計類の作成及び報告 

  軽易な照会、回答及び資料収集 

  会議室、共用車、市外電話等の使用申込み及びバス券、チケット等の保管交付 

４ 事務局長は、第１項の規定により専決した事務のうち、同項第３号の事務、同項第４号の事

務のうち現況証明の発行に関する事務並びに同項第５号及び第６号の事務については、総会に

報告しなければならない。 

（文書件名簿） 

第８条 事務局に文書件名簿（様式１）を置く。 

２ 前項のほか次長において必要と認めるときは、文書取扱いに関する帳簿を設けることができ

る。 

（公文書の記号及び番号） 

第９条 文書件名簿に登載する公文書には、記号及び番号を付さなければならない。 

２ 公文書の記号は、「札農委」を用いるものとする。 

３ 公文書の番号は、４月１日から翌年３月31日まで一連番号によるものとする。この場合、

同一事件に係る公文書については、その事件が完結するまで同一の番号を用いることができる。 

（到達した文書の処理） 

第10条 到達した文書は、次に掲げるところにより処理する。 

  収受文書（親展文書その他開封することが不適当であると認められるものを除く。）は、

振興係が開封し、収受文書のうち公文書については、札幌市農業委員会事務局受付日付印

（様式２）を押し（文書管理システムを利用して収受した場合を除く。）、文書件名簿に登

載するとともに、次長の閲覧に供さなければならない。 

  前号の規定にかかわらず、農業者年金関係の諸届書等については、札幌市農業委員会農業

者年金基金業務受託機関受付日付印（様式３）を押し、処理簿（様式４）に登載する。 

  特に重要かつ緊急を要すると認められるものは、上司に報告してその指揮を受けなければ

ならない。 

  現金、金券その他これに類するものを添付した文書は、文書件名簿にその旨を記載の上、

証印を徴しなければならない。 

  書留文書は、書留文書配布簿に記載して、特に受渡しを明らかにしておかなければならな

い。 

２ 収受した文書は、次長が速やかに担当者及び処理期限を定め、遅滞なくこれを処理しなけれ

ばならない。 

43



（申請等の処理） 

第11条 法令等に基づく申請、届出及び証明願の処理をするため、主務係に次の帳簿を備え付

け、その処理の経過を明らかにしなければならない。 

  申請等処理簿（様式５） 

  証明願処理簿（様式６） 

（決裁区分） 

第12条 起案文書には、決裁区分欄に次の区分により、会長、事務局長、次長及び係の区別を

しなければならない。 

会長 会長の決裁を受けるもの 

事務局長 事務局長の決裁を受けるもの 

次長 次長の決裁を受けるもの 

係 係長又は担当係長の決裁を受けるもの 

（公文書の発送） 

第13条 発送する公文書は、委員会名又は会長名をもって行う。ただし、軽易な事項について

は、事務局長名又は次長名をもって行うことができる。 

（簿冊等の保存） 

第14条 簿冊等（札幌市公文書管理条例（平成24年条例第31号）第５条第２項に規定する簿

冊等をいう。以下同じ。）の保存期間は、簿冊（同条第５項第１項に規定する簿冊をいう。以

下同じ。）にまとめられた公文書の内容（単独で管理する公文書にあっては、その内容）に応

じ、別表２のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる簿冊等の保存期間は、当該各号に定める期間と

する。 

  法令等に保存期間の定めのある公文書若しくは時効が完成するまでの間証拠として保存す

る必要がある公文書又はこれらがまとめられた簿冊 当該法令等に定める期間又は当該時効

の期間を考慮して次長が定める期間 

  軽易な公文書であって１年以上の保存期間を定める必要がないもの又はこれらがまとめら

れた簿冊 当該簿冊等に係る事案を遂行する上で保存する必要があると次長が認める期間 

３ 保存期間は、その完結日の属する年度の翌年度の４月１日から起算する。 

（公文書の公開） 

第15条 札幌市情報公開条例（平成11年条例第41号）の規定による農業委員会が管理する公

文書の公開に係る事務については、市長が管理する公文書の公開に係る事務の処理の例に準じ

て処理するものとする。 

（個人情報等の取扱い） 

第16条 事務局における個人情報等（個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）

第２条第１項に規定する個人情報、同条第５項に規定する仮名加工情報、同法第121条第２項

に規定する行政機関等匿名加工情報等及び同法第 123 条第 1 項に規定する匿名加工情報をいう。

以下同じ。）の取扱いについては、別に定めるものを除くほか、市長における個人情報等の取

扱いの例による。 

  

44



第４章 公印 

（公印の名称等） 

第 17 条 事務局における公印の名称、ひな型、寸法、書体及び箇数は、別表３のとおりとする。 

（公印の管理） 

第18条 公印管理責任者は、事務局長をもって充てる。 

２ その他公印の管理については、札幌市公印取扱規程（昭和31年訓令第２号）の例による。 

  

第５章 補則 

（市の例） 

第19条 この規程に定めるもののほか、事務の処理、文書の取扱い、服務及び物品の取扱いに

ついては、市の関係規程の例による。 

 

附 則 

この規程は、昭和59年６月30日から施行する。 

附 則（昭和61年農業委員会告示第９号）～附 則（令和２年農業委員会告示第３号） 

省略 

附 則（令和５年農業委員会告示第３号） 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

  別表１（第３条関係） 

事     務     分     掌 

(１) 総会に関すること。 

(２) 庶務に関すること。 

(３) 公用車の管理に関すること。 

(４) 農業者年金基金の業務に関すること。 

(５) 農地等の利用の最適化の推進に関すること。 

(６) 農業経営の合理化に関すること。 

(７) 農業一般に関する調査及び情報の提供に関すること。 

(８) 農業経営基盤強化促進事業に関すること。 

(９) 農地法、土地改良法等に関すること。 

(10) 諸証明及び閲覧に関すること。 

(11) 国又は地方公共団体からの土地の現況に係る照会に関すること。 

(12) 新規就農及び農地所有適格法人に関すること。 

(13) 農地台帳に関すること。 
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別表２ 

保 存 期 間 該  当  す  る  文  書 

 

   30年 

(１) 委員会の設置及び組織に関する公文書 

(２) 規程の制定改廃に関する公文書 

(３) 農地改革史の資料となる公文書 

(４) 総会の会議録 

(５) 自作農創設に関する公文書 

(６) 農地の賃貸借契約に関する公文書 

(７) 次に掲げる公文書であって、10年を超えて業務に使用する必要が 

あるもの 

ア 告示その他の例規の制定改廃に関する公文書 

（第２号に該当するものを除く。） 

イ 国等からの法令に係る通知等に関する公文書 

ウ 訴訟及び審査請求に関する公文書 

エ 交換分合に関する公文書 

(８) その他10年を超えて業務に使用する必要があると認める公文書 

 

   10年 

(１) 告示その他の例規の制定改廃に関する公文書 

（30年の欄第７号に該当するものを除く。） 

(２) 会長の事務の引継ぎに関する公文書 

(３) 法規により処分したものに関する公文書 

(４) 申請等処理簿及び証明願処理簿 

(５) 利用関係の調整に関する公文書 

(６) 訴訟及び審査請求に関する公文書であって、５年を超えて業務に 

使用する必要があるもの（30年の欄第７号に該当するものを除く。） 

(７) その他５年を超えて業務に使用する必要があると認める公文書 

（30年の欄に該当するものを除く。） 

 

５年 

  (１) 会計経理に関する公文書 

(２) その他３年を超えて業務に使用する必要があると認める公文書 

（30年の欄及び10年の欄に該当するものを除く。） 

 

  ３年 

  (１) 給与の支払に関する公文書 

(２) 常例的事務の執行に必要な公文書 

(３) その他１年を超えて業務に使用する必要があると認める公文書 

（30年の欄、10年の欄及び５年の欄に該当するものを除く。） 

 

１年 

  (１) 文書の収受並びに公文書の受付及び発送に関する公文書 

(２) 軽易な諸願届及び照会に関する公文書 

(３) その他１年を超えて業務に使用する必要がないと認める公文書 

 

別表３（第16条関係） 

公印の名称 ひ  な  型 書  体 寸  法 個  数 

札幌市農業委員会 

事務局長の印 

 

て ん 書 方 20 ㎜ １ 

 ※ 様式は省略 

札 幌 市 農 業 

委 員 会 事 務 

局 長 之 印 
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(5) 札幌市農業委員会聴聞等に関する規程 

平成７年２月１日    

農業委員会告示第２２号    

 

  行政手続法（平成５年法律第88号）第３章第２節若しくは第３節又は札幌市行政手続条例（平

成７年条例第１号）第３章第２節若しくは第３節の規定に基づき、札幌市農業委員会又はその補

助機関が行う聴聞又は弁明の機会の付与の手続に関し必要な事項については、札幌市聴聞等に関

する規則（平成６年規則第51号）に定めるものの例による。 

 

附 則 

１ この規程は、公布の日から施行する。 

 ２ この規程の施行の日から平成７年３月 31 日までの間は、本則中「法律又は条例」とあるの

は「法律」とする。 

附 則（平成７年農業委員会告示第４号） 

この規程は、公布の日から施行する。 
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(6) 札幌市特別職の職員の給与に関する条例（抜粋） 

 

昭和 26 年７月 21 日   

条 例 第 2 8 号   

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は本市の公務員であって、地方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号)の特別

職に属する者のうち次の各号に掲げる者(以下「特別職の職員」という。)の給与に関し

必要な事項を定めるものとする。 

   市長、副市長、地方公営企業管理者及び教育委員会の教育長 

   教育委員会、市選挙管理委員会、区選挙管理委員会、人事委員会、農業委員会及び

固定資産評価審査委員会の各委員並びに監査委員 

   その他別表に掲げる者 

 

（特別職の職員の給与） 

第２条 前条各１号に掲げる者並びに同条第２号に掲げる人事委員会委員及び監査委員の

うち常勤のものには給料を、その他の者には給料又は報酬を支給する。 

２ 前項の給料及び報酬の額は、別表に掲げるところによる。 

 

別表 

 

 農業委員会 会長 報酬月額 96,000 円 

副会長 67,000 円 

委員 47,000 円 

農地利用最適化推進委員 報酬月額 42,000 円 
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７　関係団体一覧表

(1)　札幌市農業協同組合 （令和５年４月１日現在）

名　称 所　　　在　　　地 代　表　電　話

011-881-2855

011-891-2111

011-781-4121

〒001-0908
　札幌市北区新琴似8条1丁目1番36号

011-591-4111

〒003-0029
　札幌市白石区平和通2丁目北4番26号

011-681-3101

011-771-2111

〒060-0004
　札幌市中央区北4条西1丁目1番地

〒004-0831
　札幌市清田区真栄1条1丁目1番17号

〒004-0055
　札幌市厚別区厚別中央5条3丁目1番20号

〒006-0811
　札幌市手稲区前田1条10丁目3番20号

〒063-0061
　札幌市西区西町北6丁目1番10号

西町支店

〒063-0861
　札幌市西区八軒1条東1丁目5番11号

〒060-0010
　札幌市中央区北10条西24丁目1番10号

〒005-0842
　札幌市南区石山2条9丁目7番88号

011-621-1311

〒062-0932
　札幌市豊平区平岸2条9丁目2番15号

011-861-0333

手稲支店

清田支店

011-661-3485

南支店

白石支店

琴似支店 011-611-4261

篠路支店

北札幌支店

新琴似支店 011-726-0111

〒002-8023
　札幌市北区篠路3条10丁目1番1号

〒065-0013
　札幌市東区北13条東16丁目2番1号

本店

中央支店 011-251-2077

厚別支店

平岸支店 011-831-1156
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(2)　その他の関係機関　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和５年９月１日現在）

名　　称 所　在　地 代表電話

〒064-8518

　札幌市中央区南22条西6丁目2-22

〒060-8588

　札幌市中央区北3条西6丁目

〒060-8558

　札幌市中央区北3条西7丁目

　道庁別館

〒061-0204

　当別町若葉17番地

〒060-0005

　札幌市中央区北5条西6丁目1-23

　北海道通信ビル5階

〒060-8588

　札幌市中央区北3条西6丁目

（事務局：北海道農政部生産振興局農産振興課調整係内）

〒060-0004

　札幌市中央区北4条西1丁目1番地

　北農ビル15階

〒065-8639

　札幌市東区苗穂町3丁目3番7号

〒060-0005

　札幌市中央区北5条西6丁目1番23号

　北海道通信ビル6階

〒060-8611

　札幌市中央区北1条西2丁目

〒007-0880

　札幌市東区丘珠町569番地10

〒060-8611

　札幌市中央区北1条西2丁目

（事務局：札幌市農政部農政課内）

〒060-0012

　札幌市中央区北12条西20丁目

石狩農業改良
普及センター
石狩北部支所

農林水産省
北海道農政事務所

011-330-8800

011-231-4111

011-231-4111

0133-23-2146

011-281-6761

北海道農業再生協議会 011-206-5434

011-271-7212

札幌市
中央卸売市場

サツラク農業協同組合

011-241-7551

011-211-2406
札幌市
農政部

札幌市
農業支援センター

011-787-2220

札幌市農業再生協議会 011-211-2406

011-611-3111

北海道
農政部

石狩振興局
産業振興部

一般社団法人
北海道農業会議

北海道農業共済組合

公益財団法人
北海道農業公社

011-721-7301
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札幌市農業委員会事務局 

（札幌市経済観光局農政部農業委員会担当課） 

〒060-8611 札幌市中央区北１条西２丁目 
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http://www.city.sapporo.jp/keizai/nogyo/noui/ 
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